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Photo 1  Inside girder maintenance vehicle of the Akashi-Kaikyo Bridge 

Maintenance vehicles of Honshu-Shikoku Bridges  

Photo 2  Outside girder maintenance vehicle of the Minami Bisan-Seto Bridge  



 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo 3  Visual inspection of 2P 

Photo 4  Pitting corrosion on 3P caisson 

Corrosion investigation of steel caissons for main tower foundations  

of the Akashi-Kaikyo Bridge 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Photo 7  Tension test 

Maintenance of suspension bridge suspender rope  
- Replacement work and maintenance policy - 

Photo 6  Non-destructive testing (Main Flux Method)  
for ordinary part of suspender rope  

Photo 5  Suspender rope replacement of the Ohnaruto Bridge 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Overseas technical visits  

Photo 8  Izmit Bay Bridge 

Photo 9  San Francisco-Oakland Bay Bridge  
(Self-anchored suspension span)  
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与島橋 径間部、番の州高架橋トラス部の

耐震補強設計

概 要 

 瀬戸大橋の耐震補強は、道路鉄道併用区間約 について、平成 年度から約 年間で終える予定で実施中で

ある。そのための照査・設計は、瀬戸大橋を構成する橋梁群を桁橋、トラス橋、吊橋などの橋種に分け、工事発

注工程にあわせて順次実施している。ここでは、与島橋 径間部、番の州高架橋トラス部、 橋のトラス橋の補強

設計について報告を行うものである。

耐震補強設計では、トラス橋に適用される各種工法を検討し、道路橋示方書に規定される耐震性能 を満足す

るよう実施した。与島橋 径間部は、耐震性能照査の結果、比較的損傷が軽微であり、断面リブ補強を中心とし

た対策とした。番の州高架橋トラス部は、補強対象部材のリブ補強を中心とし、ダンパーを併用する工法を採用

した。

  

1. はじめに 

 瀬戸大橋の耐震補強が平成 年度から本格的に着手さ

れることとなった。瀬戸大橋を構成する橋梁のうち、ト

ラス橋（櫃石島高架橋トラス部、与島橋、番の州高架橋

トラス部）は、平成 年度から耐震性能照査を開始した。

耐震性能照査の結果、損傷規模、程度が小さく、耐震

対策が比較的容易な与島橋 径間部（以下、与島 径間と

いう。）と番の州高架橋トラス部（以下、番の州トラス

という。）を先行して詳細設計を行い、平成 年度当初

に工事発注された。本文は、与島 径間と番の州トラス

の耐震性能照査及び補強設計について報告するものであ

る。

瀬戸大橋は道路鉄道併用橋であり、今回耐震補強設計

したトラス橋は、国内でも有数の規模を誇るものである。

また海上という腐食環境の過酷な条件の中、防食対策等

の維持管理にも万全を期さねばならないため、耐震対策

案の選定、補強の詳細については、それらの観点も考慮

して補強設計を実施した。また、瀬戸大橋の耐震性能照

査、補強検討及び設計については、道路橋示方書 （以

下、道示という。）の適用外の長大橋も多く、また道路

鉄道併用橋の特殊性なども鑑み、当社が設置した本四耐

震補強検討委員会において行った。

2. 橋梁概要 

 与島 径間は、 径間部と 径間部から成る与島橋の四

国側部分である。橋梁一般図を図－1に、橋梁概要を表
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－1に示す。

 この 橋に適用された耐震基準は、表－1に示す本四耐

震基準 の他、道示耐震設計編（昭和 年版) であり、

これらの基準では、現在の道示耐震設計編 に規定され

ているレベル タイプ 相当の地震が考慮されていない

ため、ある程度の補強が必要となることが予想された。

当該橋梁を含めた瀬戸大橋の耐震性能照査、補強設計の

基本方針は、参考文献 )から )を参照されたい。

3. 耐震性能照査 

3.1 入力地震動 

瀬戸大橋地点での設計地震動の概略 は以下のとおり

である。地震動は、瀬戸大橋地点の地盤構造、近隣の断

層等を考慮し、断層モデルにより定めた大規模地震とし、

工学的基盤 で定義したものである。地

震動の種類は東南海・南海地震1波、中央構造線（鳴門-

石鎚断層） 波、及び伏在断層 波（逆断層 波，横ずれ

断層 波）の計 波である。解析に用いた入力地震動は、

工学的基盤で設定された地震動を基に、与島 径間は直

接基礎であるため一次元波動伝播解析（ ）で算

出した。番の州トラスは杭基礎であり基礎と地盤の動的

相互作用を考慮するため にて有効入力地震動を算出

した。耐震性能照査に用いた地震動を図－2に示す。与

島 径間の地震動は地盤条件から各基礎共通であり、番

の州トラスは、基礎により異なるため、代表して

基礎の橋軸方向を示す。 

与島 径間は、道示 の適用範囲を超える支間長を有す

る長大橋であることから地震動の 次元的な挙動を考慮

するため水平 方向、鉛直も含めて 方向同時入力とした。

番の州トラスは、道示 適用範囲の支間長であるため、

道示に倣い橋軸方向、橋軸直角方向にそれぞれ独立して

入力した。伏在断層については、逆断層、横ずれ断層そ

れぞれ 波の平均値で照査を行った。 

3.2 列車荷重 

 道路鉄道併用橋である瀬戸大橋の耐震補強設計は、列

車荷重を考慮することとしており、その荷重は、以下の

とおりである。 

標準列車荷重：   列車荷重強度：

慣性力の上限値：線路方向 、線路直角方向

載荷長：全橋載荷 

載荷する線路本数： 線（単線）載荷 

列車荷重の載荷位置については、上り線側、下り線側

載荷の比較計算の結果、与島橋は上り線載荷、番の州ト

ラスは下り線載荷とした。 

3.3 動的解析 

(1)解析モデル 

耐震性能照査、補強設計に用いる解析モデルは、忠実

橋　名 与島橋 番の州高架橋（トラス部）

形　式 鋼2+3径間連続トラス橋 鋼3径間連続トラス橋

支間割(m) 125.0+137.0+175.0+245.0+165.0 150.0+180.0+150.0

道路床版形式 鋼床版（舗装厚75mm）上下線分離構造 鋼床版（舗装厚75mm）上下線分離構造

主　構(m) 主構間隔：28～32，主構高：11.95～37.5 主構間隔：27.5，主構高：17.5～28.0

下部工形式
RC一層ラーメン構造

直接基礎

鋼製一層ラーメン構造（BVa1P、BVa2P）、
RC耐震壁付二層ラーメン構造（BVa3P）
直接基礎(BB7A)、杭基礎（BVa1P～3P)

適用耐震基準 耐震設計基準・同解説（本四公団、S52）等 耐震設計基準・同解説（本四公団、S52）等

(1)与島橋 

四国側 

→ 

表－1橋梁概要 

図－1橋梁一般図 

四国側 

→ 

本州側 

← 

本州側 

← 

(2)番の州高架橋トラス部 
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な力の伝達等の再現のため、全トラス部材をモデル化し

た。トラス部材は 軸の曲げと軸力を受ける部材である

ため、これらの影響を考慮出来るファイバーモデルを用

いた。一方、また、曲げの影響がある上部構造の格点間

要素分割は、部材軸方向に平均して格点間で 分割した。 

道路桁である鋼床版については、道路桁を上り線、下

り線でそれぞれ 本の梁要素とし、全道路桁支承をモデ

ル化して、道路桁の挙動を再現するものとした。 

橋脚はコンクリート要素と鉄筋要素で構成された

ファイバー要素にてモデル化した。 

表－2に各部材のモデル化、図－3に与島橋を例に解析

モデルの概要を示す。 

(2)材料構成則 

1)鋼部材 

ファイバー要素は座屈強度による圧縮側降伏応力度の

低減を考慮し、圧縮側と引張側で非対称のモデルとした。

ファイバーモデルにおいても座屈現象は再現出来ないが、

その影響は、トラス部材ごとの座屈強度に応じた材料構

成則を用いた。これはファイバーモデルの各要素に設定

している非線形材料構成則の圧縮側降伏点を、積公式と

呼称される道示鋼橋編 の（ ）式による座屈強度で低

減して設定したものである。 

2) 橋脚（コンクリート部材） 

コンクリートの材料構成則は、道示耐震設計編 にお

けるコンクリートの応力－ひずみ曲線とした。ただし、

帯鉄筋端部のフック形状などが道示の規定に準拠してい

ない為、横拘束筋の効果を無視し、応力－ひずみ曲線の

最大応力度をコンクリートの設計基準強度とした。 

(3)減衰モデル 

部材レベルで個別に減衰を設定できる部材別剛性比例

型減衰を採用した。また、振動モードに対応する減衰定

数算出時の等価減衰定数は道示耐震設計編 を参考に、

表－3のとおりとした。 

(4)解析手法 

解析は材料非線形と幾何学的非線形を同時に考慮でき

る複合非線形解析（弾塑性有限変位解析）で行った。与

島 径間は 橋脚を 径間部と共有しており、両径間

部相互の影響が不明である。忠実な地震時挙動の把握の

ため、地震応答解析は 径間も合わせ与島橋全橋で行っ

た。 

(5)固有値解析結果 

表－4に対象橋梁の固有値解析結果を示す。図－2の加

速度応答スペクトル図にトラス桁の固有周期も示してい

るが、与島 径間では、トラス桁で約 秒（橋軸）から

秒（橋軸直角）程度であり、 から 程度の加速

度応答が生じることが予想される。番の州トラスでは、

鋼製橋脚とトラス桁が同時に振動するフレキシブル橋脚

構造であり、橋軸直角方向の 次モードの周期が橋軸方

向より長くなっていることが特徴的である。 
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(1)与島橋（全基礎共通） (2)番の州トラス（BB7A基礎底面、橋軸方向） 

図－2 入力地震動 

主構トラス、横トラス ファイバー

上下横構、ブレーキトラス ファイバー

トラス支承 線形ばね

道路桁 弾性はり要素

道路桁支承 線形ばね

鉄道桁 弾性はり要素

鉄道桁支承 線形ばね

橋脚 ファイバー

フーチング 剛部材

直接基礎 浮上りを考慮した非線形集約ばね

杭基礎 　道示準拠　S-R集約ばね

隣接橋 死荷重反力および質量を考慮

下部工

上部工

基礎工

モデル化 減衰定数

ファイバー 0.02

線形はり要素 0.02

線形ばね要素 0.00

ファイバー 0.02

rigid要素 0.00

直接基礎 非線形集約ばね 0.10

杭基礎 S-Rばね 0.20

rigid要素 0.00

基礎－地盤系

剛部材

部　材

主構

道路桁

鋼製支承

ＲＣ橋脚

フーチング

表－2 部材のモデル化 

表-3 減衰定数 
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4. 耐震性能照査

4.1 照査項目と許容値 

(1)鋼部材の照査 

 鋼部材は、道示鋼橋編 の「 軸方向力と曲げモーメ

ントを受ける部材」の（ ）～（ ）式で照査した。 

(2) 橋脚、鋼製橋脚の照査 

橋脚は道示耐震設計編 に従い、曲げとせん断の照

査を行った。鋼製橋脚も、道示耐震設計編 を参考にひ

ずみによる照査を行った。 

(3)支承部の照査（道路桁支承、トラス支承） 

動的解析によって得られる支承移動量、支承反力につい

て、許容値（移動可能量、支承耐力（割増係数 を考

慮した応力度)）に対する照査を行った。 

4.2 耐震性能照査結果 

 図－4に損傷部位を図示した耐震性能照査結果、表－5

に構造部位ごとの最大応答値が生じる地震波とその最大

値（最大応答値/許容値）を示す。 

与島 径間は、上下弦材などの主構には損傷は見られ

ないが、上下横構の一部、横トラスの上弦材などが損傷

する結果となった。この損傷は、主に圧縮時の座屈安定

照査によるものである。また、道路桁鋼床版は 径間連

続構造（一部 径間）で中間支承が橋軸方向の固定と

なっており、この固定支承の耐力の不足と一部橋軸直角

方向の耐力が不足する結果となった。また、最大応答が

生じる地震波は、トラス桁ではほぼ中央構造線地震波、

橋脚は伏在断層地震波となっている。

 番の州トラスは、与島 径間に比べ、上下弦材に損傷

が生じるなど、損傷箇所が多い。これは、アンカレイジ

上の固定支承 に比べ、 、 がフレキシブ

ル橋脚であり、 支承側に慣性力が集中するためで

あると考えられる。また、 近くの上弦材は、連続

トラス形式のため常時の荷重状態では引張部材として設

計されており、今回の地震時に圧縮力が作用したため、

照査を満足しなくなったものである。道路桁は、 径間

＋ 径間＋ 径間連続の鋼床版であり、橋軸方向は各径

間端部が固定となっている。そのうち、 、

支点上道路桁の橋軸方向固定支承は耐力が不足する結果

となった。最大応答が生じる地震波は、与島 径間と同

様に中央構造線地震波が大半である。 

5. 耐震対策方法

5.1 耐震対策方法の比較 

(1)全体系対策と部材補強対策について 

耐震対策は、免震、制震、長周期化、構造系の変更な

どの全体系対策と損傷部位を直接補強する部材補強対策

に大別される。全体系対策は、構造系の変更のため、要

補強箇所を直接補強するものではないため、補強範囲が

部材補強対策より小さくなる場合が多い。また、今回対

象とするトラス橋を始め、瀬戸大橋を構成する主に鋼橋

（吊橋、斜張橋、トラス橋）は、その規模も大きいため、

通常の部材補強対策だけでは、その補強規模、数量が膨

大となる可能性がある。そこで、全体系対策を主に検討

し、全体系対策を実施しても照査を満足しない箇所に、

部材補強対策を実施することを基本とした。 

(2)耐震対策の採用について 

表－6に国内のトラス橋で比較的多く採用されている

耐震対策を示す。耐震対策ではこれらの対策を単独もし

くは、組合せにより耐震対策案を決めることとなる。図

－5に示すとおりトラス断面内に鉄道営業線があり、そ

の直上のトラス部材は、き電線を支持しており補強施工

が極めて困難であるため施工上補強不可部材として扱う

ものとしている。また、鉄道営業線上の施工は、安全対

策を含め注意を要する箇所でもあり、出来る限り鉄道営

業線上の施工を少なくすること、補強不可部材が無対策

となる対策案を選定する必要がある。上述した施工条件

表－4 固有周期 

(1)与島3径間 

(2)番の州トラス 

（単位：秒）

橋軸方向 橋軸直角方向

トラス桁本体 1.879(1次) 1.367(2次)

YB2P 0.334(34次) 0.194(437次)

YB3P 0.188(468次) 0.121(710次)

YB4P 0.166(535次) 0.129(676次)

部位
主たる振動方向

（単位：秒）

橋軸方向 橋軸直角方向

トラス桁本体

BVa1P

BVa2P

BVa3P 1.612(2次) 0.980(7次)

BB7A 1.070(6次) 0.874(8次)

部位
主たる振動方向

1.320(3次) 1.795(1次)

図－3 解析モデル（骨組みモデル表示） 

トラス部材ファイバー断面
断面をファイバー要素に分割
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などを考慮すると共に、一般的な施工難易度などの条件

を加味し、対策法を選定した。 

部材補強対策は、全体系対策を行った上でも照査を満

足しない箇所の対策として採用した。支承交換対策は、

トラス本体支承を交換するもので、対象橋梁の規模では

ジャッキアップ等の補強、施工が非常に困難なため、検

討から外した。道路桁免震化案は、基本的に全道路桁支

承の交換、改造等が必要となるため、損傷箇所が比較的

少ない与島 径間では採用しないものとし、番の州トラ

スについては、対策効果が少ないことが検討で判明した

ため、採用しないものとした。免震制震デバイスを用い

た対策では、既存の部材の改造、取り外しなど施工性を

考慮し、ダンパー対策案と座屈拘束ブレース（以下、

という。）案を検討の対象とした。 

5.2 耐震補強方針 

 目標とする耐震性能は道示耐震設計編 に従い耐震性

能 であるが、道鉄併用橋での補修が困難なことから、

次部材とされる上下横構などについても補強を行うもの

とした。補強部位の設定では、橋梁断面上において、左

右どちらかの部材のみ損傷が出ている場合、その損傷が

構造上、片側のみ生じることが明らかな場合を除き、左

右対称に補強を施すものとした。また、補強部材の取付

けは、ボルト接合によるものとし、現場溶接は行わない

ものとした。また、照査を満足しない支承部は、耐力補

強を行うものとし、補強は支承線単位で実施するものと

した。 

 部材補強方法には、補強断面を部材の耐力に考慮する

当て板補強と、座屈強度の改善を目的とし補強断面を部

材の耐力に考慮しない断面パラメータ改善がある。部材

補強は 部材について補強部材を連続させる必要があり、

補強規模が大きくなり施工の難易度が高くなる傾向にあ

る。一方、断面パラメータ改善は、座屈耐力を向上させ

ることが目的のため、補強部材が 部材で連続化する必

要はなく、補強範囲が最小限となる。そのため、断面パ

ラメータ改善を優先し、その方法を適用しても照査を満

足しない部材のみ部材補強を行う方針とした。断面パラ

メータ改善の方法は、既設部材に対する孔開けが少ない

リブ補強を基本とした。 

(1)与島3径間 

(2)番の州トラス 

図－4 耐震性能照査結果 

表－5 耐震性能照査結果総括表 

(1)与島3径間 (2)番の州トラス 

：支承

：トラス部材

損傷部位

項目 部位 照査
最大値

(最大応答/許容）

最大応答値
決定波形

上弦材 0.60 中央構造線

下弦材 0.75 中央構造線

斜材 0.55 中央構造線

垂直材 0.60 中央構造線

横トラス 1.39 中央構造線

上横構 1.19 中央構造線

下横構 1.48 中央構造線

その他 0.68 伏在逆断層（橋軸）

YB2P 0.30 伏在逆断層（橋軸）

YB3P (固定支承) －

YB4P 0.28 伏在逆断層（橋軸）

YB5P 0.20 伏在逆断層（橋軸）

YB2P 0.52 中央構造線

YB3P 0.89 中央構造線

YB4P 0.46 中央構造線

YB5P 0.54 中央構造線

変位 移動可能量以内 －

支承耐力 NG（橋軸36、直角19個） 伏在横、東南海南海

YB2P 0.59 伏在逆断層（橋軸）

YB3P 0.39 伏在横ずれ断層(橋軸）

YB4P 0.67 伏在逆断層（橋軸）

YB2P 0.96 伏在横ずれ断層(橋軸直角）

YB3P 0.66 伏在横ずれ断層(橋軸直角）

YB4P 0.92 伏在逆断層(橋軸）

RC橋脚

曲げ

せん断

トラス部材 軸力＋曲げ

トラス支承

変位

支承耐力

道路桁 支承

項目 部位 照査
最大値

(最大応答/許容）

最大応答値
決定波形

上弦材 1.37 中央構造線(橋軸）

下弦材 1.17 中央構造線(橋軸）

斜材 0.94 中央構造線(橋軸）

垂直材 1.37 中央構造線(橋軸）

横トラス 1.66 中央構造線(橋軸直角）

上横構 1.49 中央構造線(橋軸直角）

下横構 1.13 中央構造線(橋軸直角）

その他 0.74 中央構造線（橋軸）

BB7A (固定支承） －

BVa1P (固定支承） －

BVa2P (固定支承） －

BVa3P 0.67 伏在逆断層（橋軸）

BB7A 0.78 中央構造線（橋軸）

BVa1P 0.67 中央構造線（橋軸直角）

BVa2P 0.72 伏在逆断層（橋軸直角）

BVa3P 0.38 中央構造線（橋軸直角）

変位 移動可能量以内 －

支承耐力 NG(橋軸14個） 中央構造線（橋軸）

曲げ 0.74 中央構造線（橋軸直角）

せん断 0.89 中央構造線（橋軸直角）

BVa1P 0.24 中央構造線（橋軸直角）

BVa2P 0.20 伏在逆断層（橋軸直角）

BVa1P 0.12 中央構造線（橋軸直角）

BVa2P 0.12 中央構造線（橋軸直角）

道路桁 支承

トラス部材 軸力＋曲げ

トラス支承

変位

支承耐力

RC橋脚 BVa3P

鋼製橋脚

圧縮ひずみ

せん断
ひずみ
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5.3 部材補強における維持管理性の配慮 

 当該トラス橋は部材の多くが箱断面で構成されている。

その箱断面にリブ補強をボルト接合するには、ワンサイ

ドボルト（片側施工タイプの高力ボルト）を使用するこ

ととなる。施工に際しては、密閉箱断面内にボルト孔の

孔開け時に出る切り屑等の腐食要因を存置することとな

り、また施工後は、ボルト孔周囲からの水分浸入など、

防せい上の懸念がある。これに対して、以下のような対

応を取るものとした。 

(1)設計、施工上の留意点 

・補強部材の本体への取付けは高力ボルト（トルシアボ

ルト等）を基本とし、ワンサイドボルトは、主構

（上・下弦材、斜材）には原則として用いない。 

・やむを得ずワンサイドボルトを用いる部材は、点検孔

（ 程度）を設置する。 

・補強部材の取付けにあたっては、部材内の削孔時の切

り屑等を極力取り除く。 

・補強部材取付け後は、箱断面内部を乾燥させた後に密

閉性確保のため、シールをする（図－6）。 

(2)点検孔の設置 

作業員が入ることが出来る程度の断面では、密閉ダイ

アフラムに作業孔（マンホール等）を新設し、補強部材

は高力ボルトを用いて取付ける。作業孔は、ワンサイド

ボルト等を用いて蓋をして密閉構造とし、将来的に点検

孔として使用する。 

 断面が小さい部材への補強部材はワンサイドボルトで

取付けるが、これらの部材の 割程度にモニタリング用

の点検孔を設ける。点検孔は常時及び地震時に発生応力

が小さい箇所で勾配の低い位置に設ける。 

6. 耐震補強設計

6.1 与島3径間 

(1)耐震補強の考え方 

与島 径間の耐震対策は、図－7(1)に示すとおり、道

路桁免震化と 設置を主に検討した。検討は 径間部

と合わせ、与島橋として耐震検討を行い、道路桁免震化

は主に 径間部への対策として行ったものであるが、 径

表－6 トラス橋に用いられる耐震対策 

慣性力分散工法 免震工法

「当て板補強」により断面増加等の補強を直
接行う工法と「補強リブの追加」により局部座
屈強度を向上させる断面パラメータを改善する
工法

　既設可動支承もしくは全支承を分散
支承に取り替え、地震時慣性力を分
散させる工法

・既設支承を免震支承に取替、長周期
化による地震時慣性力の低減
・免震支承のエネルギー吸収による地
震時慣性力の低減を図る工法

　桁と床版とが分離構造となっている形式
で、床版と桁本体とで異なる振動周期とし、
橋梁の地震時慣性力を低減させる工法

 制震ダンパー 支承部せん断パネルダンパー ガセット部せん断パネルダンパー 座屈拘束ブレース（BRB)

・既設可動支承部へダンパーを設置し、
　ダンパーのエネルギー吸収による
　地震力の低減、地震時変位量の低減
　を図る工法
・可動沓の橋脚も地震時水平力を分担し、
　固定沓の橋脚の分担が小さくなる

　支承部に設置した、せん断パネルの
塑性せん断変形による履歴減衰によ
る地震エネルギー吸収により地震時
慣性力、変位の低減を図る工法

　斜材端部に設置したせん断パネル
の塑性せん断変形により斜材の軸方
向力制御、座屈を防止するとともに、
履歴減衰による地震エネルギー吸収
を図る工法

　地震時に塑性変形する芯材と芯材の座
屈変形を拘束する座屈拘束材からなるブ
レース材を横構等に設置し、芯材の塑性化
の履歴減衰により地震エネルギー吸収を図
る工法

①部材補強
②支承交換

③ 道路桁免震化

④免震・制震デバイス

図－5 トラス断面内の施工条件 
図－6 補強部材の取付け 

道路桁免震化

（有効性を確認）

損傷箇所に比して、

施工量が多い

不採用

部材補強

下横構位置設置

（有効性を確認）

本来の機能による制震効果

が認められず、不採用

検討項目

・設置最小数、設置箇所

・有効性の検証 など

道路桁免震化

（有効性を一部確認）

対策効果が小さい

鉄道上空の施工量は大

不採用

制震ダンパー設置＋部材補強

下横構位置設置

（有効性無し）

不採用

制震ダンパー設置

（橋軸方向で有効性確認）

図－7 耐震対策検討フロー 
(1)与島3径間 (2)番の州トラス 
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間部でもその有効性が確認された。しかし、 径間部は

元々損傷するトラス部材が少ないことから、全鋼床版支

承を交換する道路桁免震化は先に述べた鉄道営業線上で

の施工が非常に多くなることから、採用しないものとし

た。一方、 の設置は、鉄道への影響がない下横構の

交換で検討を行った。概略の検討では有効性が確認され

たが、設置位置、設置数などについてより詳細な検討を

行ったところ、 の塑性化程度が小さく、 本来の

鋼材の塑性化によるエネルギー吸収機能がほとんど発揮

されていないことが判明した。概略検討で制震効果があ

るとされたのは、下横構を に交換したことによる部

材の剛性変化に起因するものであり、最終的に不採用と

した。結果的に 径間部は損傷部材数が少ないこともあ

り、全体系の対策を取らず、部材補強で対応するものと

した。図－8に取付けボルトにより区別したトラス部材

の補強箇所図を示す。 

道路桁支承部の補強は、支承線単位で実施するものと

し、後述する番の州トラスと同様に、支承台座と主桁間

をピンで連結する形式を主体とした（図－10）。 

(2)落橋防止システム 

 当該橋梁の掛け違い部は と 支点位置である。

両掛け違い部の桁かかり長が落橋防止構造の省略の目安

とされている必要桁かかり長の 倍以上（ ：

倍、 ： 倍）あるため、落橋防止構造は省略した。 

また、当該橋梁の支承は支承高が高いため段差防止構

造が必要と判断される。支承高が高いが段差防止構造が

未設置の 、 支承位置での必要性について検討

した。与島 径間の立体解析モデルで、支承損傷を想定

し、 、 の支承高さ分の沈下解析を行い、主構

等の主部材が降伏しないことを確認した。それにより、

両支点部に段差防止構造は設置しないものとした。 

6.2 番の州トラス

(1)耐震補強の考え方 

 番の州トラスの耐震対策は、図－7(2)に示すとおり道

路桁免震化、 設置、制震ダンパー設置を検討した。

最終的に、 支承部近傍に制震ダンパーを設置し、

残る損傷部材は部材補強を行うものとした。これは、制

図－8 与島3径間耐震補強箇所図 

補強対象の横トラス断面は図示の他に、 、 、 、 、 、 、 、 断面

図－9 番の州トラス耐震補強箇所図 

ワンサイドボルトによる閉断面の補強箇所

トルシアボルトによる開断面の補強箇所

道路桁支承補強箇所（支承線）

ワンサイドボルトによる閉断面の補強箇所

トルシアボルトによる開断面の補強箇所

道路桁支承補強箇所（支承線）

取付ボルトで区別したトラス部材の補強箇所は、詳細設計時のものである。

取付ボルトで区別したトラス部材の補強箇所は、詳細設計時のものである。
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震ダンパーによる全体系対策で主に橋軸方向の応答、損

傷部材数の低減を図り、なお損傷が残る箇所は、部材補

強を行うものである。 

 対策案選定において、道路桁免震化は橋軸方向である

程度の有効性を確認したが、橋軸直角方向では、上横構

などは損傷部材数が増える結果となった。これは、現況

の道路桁支承条件が橋軸直角方向に可動であるが、免震

沓により弾性支持の支承条件に変わることで、新たな地

震力が作用するためと考えられる。また、鉄道営業線上

の施工が多いことなどを考慮し採用しないものとした。

は、建設当時の設計軸力相当を降伏軸力として設定

したが、応答が小さく降伏しないため、 の機能が発

揮されず、効果が出ない結果となった。制震ダンパーは、

可動支承位置近傍の横トラス下面に設置するもの

とした。制震ダンパーの検討においては、ダンパーの規

格、基数、設置位置などをパラメトリックに計算し、最

終的に のダンパーを2基設置するものとした。図

－9に取付けボルトにより区別したトラス部材の補強箇

所図を示す。 

道路桁支承は、 、 上の固定支承部におい

て橋軸方向の耐力が不足するため図－10に示す支承台座

と主桁間をピンで連結する補強を行うものとした。 

(2)落橋防止システム 

 当該橋梁の掛け違い部は、 と 支点位置で

ある。両掛け違い部において、桁かかり長が落橋防止構

造の省略の目安とされている必要桁かかり長の 倍以

上（ ： 倍、 ： 倍）あるため、落橋防

止構造は省略した。またトラス本体支承はピボット支承

であり支承高は高いが、段差防止構造の台座が既に設置

されており新たな設置は必要ない。 

7. おわりに

 瀬戸大橋のトラス橋のうち与島 径間と番の州トラス

の耐震性能照査、補強設計について報告した。トラス橋

は、あと櫃石島高架橋トラス部、与島橋 径間部の 橋が

あるが、本対象橋梁の検討の知見を活かして設計を進め

ており、平成 年度中には設計を終える予定である。ト

ラス橋の設計、工事により瀬戸大橋耐震補強は大きく前

進することとなり、今後は、吊橋、斜張橋の設計、工事

を進めて行く予定である。 

謝辞 

本耐震性能照査、補強設計の実施に際しては本四耐震

補強検討委員会(委員長:家村浩和京都大学大学院名誉教
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The improvement of the maintenance vehicle  

54

11

Maintenance vehicles of Honshu-Shikoku Bridges have been gradually developed and constructed along with the construction of the

long-span bridges, e.g. the Ohmishima Bridge, the Innoshima Bridge, the Ohnaruto Bridge, the Tatara Bridge, and the Kurushima Kaikyo 

Bridges. The maintenance vehicles have been improved and modified step-by-step based on the experience in maintenance works and

new technologies at that time. For long-span bridge maintenance, improvement of approach ratio is needed for the repair works of hard-to-

reach areas and close visual inspection according to the amended road act.  This paper reports the outline of the improvement of the 

maintenance vehicle and the efforts for the improvement of approach ratio. 

300m

4 155

1)2)

Table 1   Maintenance vehicles of Honshu-Shikoku Bridges

Shoji Hirota Toshihiro  Matsuo
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Photo1  Outside girder maintenance vehicles 
(left: U-shaped type,  right: flat type ) 

Photo2  Inside girder maintenance vehicle (left) 
and cable maintenance vehicle (right) 

U

2
6

30 10

1)2)

U

U

Table 2   Growing size and weight of maintenance vehicle
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U
Fig.1  Outside girder maintenance vehicle (U-shaped gantry)

Photo3  Extension platform    Photo4   Disconnected platform

Fig.2    Maintenance vehicle for a curved-chord truss bridge

90

Fig.3    Maintenance vehicle for Bannosu Viaduct 

Fig.4   Inside girder maintenance vehicle for the Akashi Kaikyo Bridge

Photo 5   Inside girder maintenance vehicle 
(driving position and close visual inspection)
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 2 12
 2

Fig.5   Basic structure of the inside girder maintenance vehicle

300
25 3 10

 2

Fig.6   Winch-driving system

 0.3

 0.5 2)

Photo 6   Cable maintenance vehicle and self-driving unit

Photo 7   Suspended platforms for outer  surfaces of tower shafts
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Fig.7   Suspended platforms for outer and inner surfaces of tower shafts

Fig.8    Magnetic wheel

1
2,500N 255kgf

50% 80%
1)2)

Photo 8   Magnetic wheel gondola  

3)

5
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3)

Photo 9    Control panel with deadman switch

Photo 10    Control panel of outside girder maintenance vehicle 

3)

30 LCC

68 30

Photo 11   Conventional power supply (Trolley lines andCabtire cable)

Photo 12  Lead-acid batteries ( under floor of the platform) 

Photo 13    Before and after updating of the power supply system of the 
maintenance vehicle of the Tozaki viaduct 
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82%

40%
50%

Photo 14  Hard-to-reach areas

Table 3  Approach ratio of each bridge 

40%

Photo 15    Localized corrosions

Fig.9    Hard-to-reach areas of the Ohnaruto Bridge (Denoted in red) 

60%

99%
4)

5)

16 本　四　技　報



Fig.10 Modification plan for the Ohnaruto Bridge 
(additionl platforms,  modification of existing working platforms)

Fig.11  Access to hard-to-reach area using portable beam lifter 
 for the Akashi -Kaikyo Bridge 

Photo 16  Hard-to-reach area underside of steel deck  
of the Akashi-Kaikyo Bridge

1)

2008.6 
2)

No.132 pp.27-32 2002.10 
3)

Vol.32 No.110 pp.73-79 2008.1 
4)

2013.12 
5)

2015.7 
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2015/04/01

Study on anticorrosion method by electrodeposition method together with cathodic protection for deepwater foundations 

T.P.-40m

The electrodeposition method has been used as the anticorrosion method of steel caisson for underwater foundations of the Seto-Ohashi 

Bridges. However, for deepwater steel caissons, the cost and construction period by the conventional electrodeposition method has been 

assumed to be huge. For this reason, we studied the applicability of the new anticorrosion method that employed the electrodeposition 

method together with cathodic protection for the deepwater foundations. The result showed that the cathodic protection after forming thin 

electrodeposition coating on the surface of steel caisson was possibly economical and quick anticorrosion method.  

1980 1984

1999
1) 2) T.P.-40m

Masahiro Takeguchi Takenobu Kitamura 

 Photo.1 Anticorrosion by electrodeposition method 
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2015/04/01

T.P.-1.0m
T.P.-20m

T.P.+3.0 T.P.+0.5m
T.P.+0.5m T.P.-1.0m 3)

28 1

BB6P BB7A

5000 m 2000 m

BB6P BB7A
T.P.-40m

  

 Fig.1 Concept of corrosion protection for steel caissons  Fig.2 Concept of existing electrodeposition device

 Table.1 Present condition of corrosion protection for steel caissons of Seto-Ohashi Bridges

TP+1.5m
H.W.L

TP-1.0m

TP+0.5m

TP+5.5m

TP-1.5m
L.W.L

T.P.-20m
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4)

5)

HB3P

6)

BB6P
410mm 510mm

-780mV vs. Ag/AgCl
-900mV vs. Ag AgCl

250 
m 1 30

500 m 200 m

BB6P

T.P.-1m -7m 6m 6m=36m2

-780mV vs. Ag/AgCl

10A 30 15A
4

1

10

100

1000

0 100 200 300

(
)

-780mV vs.Ag/AgCl

-900mV vs.Ag/AgCl

m
A

2 ) 

 Fig.3 Relation between thickness of electrodeposition film 
and required current density

 Fig.4 Concept of field test (BB6P)

 Fig.5 Relation between impressed current and  
corrosion protection area

0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
60

0 5 10 15 20 25 30

(m
2 )

(A)
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BB6P

6

0.5 0.8

6 1.4 1.9

Mg(OH)2 CaCO3

1

BB6P

160A 41

T.P.-20m

6
2

16t

4 1
3 9

BB6P

15A
0.5m

Ti Ir 34 500mm
T.P. 4m
6

BB6P
160A

2.4m
Ti Ir 114 1500mm

T.P. 20m
41

4 90A

 Table.2 Relative proportion of electro deposit film

(a)

(b) 6

 Table.3 Work efficiency of surface cleaning

 Fig.6 Existing surface cleaning device
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IB4P

2
2.2m/min

1

1

100mm

35Mpa
1/2

-1.4 -1.3V 
vsAg/AgCl 48
0.5mm

BB6P

2
12mm 200kg

2t

2t
12mm T.P.-40m

 Photo.2 Simple surface cleaning device (Test model)

 Table.4 Test condition of surface cleaning

 Fig.7 Concept of new electrodeposition device
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-0.7

-1.1

-1.2

-1.3

max: -0.88

min: -1.29

-0.9

-0.95

-1.0

-1.05

-1.1

-1.15

max: -0.89

min: -1.18

A 100
3.5A 50mA/m2

2 T.P.-8m -15m

500A(67mA/m2

4 T.P.-3.5 5.5m
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                                 Fig.1  Front view of tower foundation 

T.P.-1.0m
T.P.5.0m

T.P.-1.0m

                                Fig.2  Plane view of  tower foundation

T.P.+0m

T.P.+0m

3

Table 1 Date of installation and inspection 

Fig.3 Corrosion protection specifications 
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New York City Bridge Conference and technical visits to long-span 
bridges in the West Coast of the USA 

2015 8 22 30 9
6

8

8 2015 8 24 25
2 Marriott East Side 

Hotel

2001 2 1

6 85

1 1A

8 26 27 2
6

California 
Department of Transportation Caltrans

1989 
Loma Prieta 

2013 9
160m

2

2030
Golden Gate Bridge, Highway & Transportation 

District GGBHTD

1998

2016

3+3 2+4

38 本　四　技　報



Technical visits to long-span bridges in Turkey  

2015 10 10 17
4

3
1 2

3
420km

3 2
1550m

IHI
JV 2016

1 2
1

1074m
1973 1988

IHI 2

1090m
1 40

2
JV

IHI 2016
1

2

3

1408m

8
58.5m

JV
2016
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25th World Road Congress Seoul 2015 

PIARC Permanent International Association 
of Road Congress 1909 122

144
4

11 2 6 5
114 2,600

4

40
17 14

ITS

TC4.3
1

Estimation of load carring capacity of bridges based 
on damage and deficiency 16

(Asset Management 
of Honshu-Shikoku Bridges)

TC4.3
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IABSE Conference 2015 

2015 9 23 25 3
(International Association for Bridge and Structural 

Engineering) IABSE 2015 
1.

2. 3.
4. 4

53 650
25

2

26
Tamina Bridge

260m Sunniberg Bridge 140m 4
Landwasser viadukt 1903

6
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Technical articles related to Honshu-Shikoku Bridges 
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